
 

第 4６次（平成３０年度）市町村ゼミナール《年間開催計画》 
 

講 座 テ ー マ 

開講講座 

5 月18 日 

『“関係人口”が地域を変える 』 

ローカルジャーナリスト 田中 輝美 氏

しまコトアカデミー事務局 シーズ総合政策研究所 藤原  啓 氏

第２講 

6 月11 日 

『多様性を尊重するまちづくり ～ＬＧＢＴの理解を契機に』 

特定非営利活動法人 ＡＳＴＡ 共同代表 松岡 成子 氏

岐阜県関市市民協働課 課長補佐 河合 康紀 氏

第３講 

7 月11 日 

『人口減少期の都市計画に向けて ～リアルな都市のたたみ方』 

首都大学東京都市環境学部都市政策科学域 教授 饗庭  伸 氏

山形県鶴岡市都市計画課 課長 岡部 信宏 氏

第４講 

8 月2 日 

『スポーツによる地域活性化 ～スポーツイベント・スポーツツーリズムを活かす』 

早稲田大学スポーツ科学学術院 教授 間野 義之 氏

株式会社トライアーティスト 代表取締役 竹内 鉄平 氏

特別シンポジウム 

８月23 日 

市町村ゼミナール特別シンポジウム 『「未来カルテ」を片手に明日の我がまちを考える』

千葉大学大学院 教授 倉阪 秀史 氏 ほか

第５講 

9 月28 日 

『企業との連携による行政力の向上 ～行政経営のパートナーとして』 

株式会社チェンジウェーブ 代表 佐々木 裕子 氏

茨城県行方市 市長  鈴木 周也 氏

第６講 

10 月11 日 

『誰もが取り組めるボウサイ ～地区の防災力を高める手法』 

跡見学園女子大学教授 鍵屋  一 氏

株式会社R－pro 代表 岡本ナオト 氏

第７講 

11 月8 日 

『地域共生社会の実現を目指して ～地域福祉計画を活かす』 

同志社大学社会学部 教授 永田  祐 氏

三重県名張市福祉こども部地域包括支援センター兼医療福祉総務室  藤本 勇樹 氏

第８講 

11 月22 日 

『地域密着型ビジネスで地域経済の好循環を生む』 

郡上カンパニー運営事務局  小林 謙一 氏

株式会社週休いつか 代表取締役 新海 健太郎 氏

第９講 

12 月11 日 

『所有者不明土地の課題と活用に向けた方策』 

早稲田大学大学院法務研究科 教授 山野目章夫 氏

国土交通省土地・建設産業局企画課課長補佐 栗山 達 氏

第10 講 

１月15 日 

『ＲＰＡの導入による地方自治体の働き方改革』 

東海大学政治経済学部政治学科 教授 小林  隆 氏

熊本県宇城市総務部市長政策室行政経営係 主幹 溝上 敬浩 氏

第11 講 

２月4 日 

『地域協働型のインフラ管理』 

岐阜大学工学部社会基盤工学科 教授 倉内 文孝 氏

丸ス産業株式会社 常務取締役（ME の会事務局） 加藤 十良 氏

パブリック・ハーツ株式会社 代表取締役 水谷 香織 氏

第12 講 

３月25 日 

『日南市の取組みと今後の行政経営』 

宮崎県日南市長 﨑田 恭平 氏


